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   In this study, taking up the area which is not put up city block data, calculation technique to calculate 
city block is developed according to combining digital map 2500 with city region digital map in Sendai 
City. Besides in these years digital sewage map is computerized in various regions. And so we can obtain 
from digital sewerage map the information, and the technique which can connect to the road network on 
the ground was developed. Furthermore the method to divide into pervious area and impervious area 
which has an effect on the landside inundation with laser profiler data is developed. Based on the above 
result, analytical model is applied to rainfall of August, 1986, and the result set against the questionnaire 
result. 
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１． はじめに 

 

 近年，2000年の東海や2004年の新潟，2006年の九州豪
雨など局所的豪雨による都市域での氾濫災害が多く見ら

れる．その原因の一つとしては，都市での資産や人口の

集中や地表面の不浸透化による保水能力の低下等により

水害への対応力が低下していることが挙げられる．コン

クリートで覆われた都市部では，洪水の際，内水氾濫の

被害が顕著となる．そのため，対象域の下水道システム

を検討し，内水氾濫を的確に捉える必要がある．このよ

うな浸水災害に対してハード的あるいはソフト的対策を

講じる場合には，氾濫解析による知見が非常に重要にな

ることから，精度の高い解析モデルが望まれる． 
このような現状から数多くの研究者が解析モデルの

構築に取り組み，解析モデルの精度の向上が図られてき

た．その事例として，井上ら1)2)の研究など非構造格子

を用いた解析が近年行われている．このモデルの特徴と

して複雑な地形や境界を取り込むことが容易であるが，

格子設定の手間や計算時間の短縮化が課題となっている．  
そこで本研究では，格子設定において国土地理院発

行の数値地図25003)と市域デジタルマップ4)を活用する

ことで格子設定の開発を図り，街区と道路を区別した非

構造格子設定を用いた地表面流出計算を行った．ここで

市域デジタルマップとは主に市で扱っている街区などを

収容したデジタルマップデータと定義する．また，都市

部の内水氾濫のシミュレーションを行なう上で，この浸

透・不浸透領域の把握は重要であり，レーザープロファ

イラーのデータを用いて，街区における不浸透面積率を

評価する技術を新たに開発し，地表損失と浸透を考慮し

たモデルの開発を行った． 
以上の手法を，仙台市原町東部排水区においてで近

年で最も被害の大きかった，昭和61年豪雨洪水に適用し
た．この豪雨は，昭和61年8月1日，ルソン島沖で発生し
た台風10号が，北上発達し熱帯低気圧に変わった後仙台
沖を通過し，東北太平洋岸に大雨をもたらしたものであ

る．仙台での総降雨量は402mmに達し，明治21年観測
開始以来の過去最大となり，再現期間は約200年と見積
もられている．解析結果の精度検証は，市や県の行政に

過去の浸水被害データが無かったために，住民へのアン

ケート調査という方法を用いた被害実態調査から当時の

浸水深を把握し，解析結果と比較を試み，考察を行った． 



 

 

 

図-1  原町東部排水区の概要 

 
 

図-2  対象領域の地盤高 

 

２．対象領域 

 
 解析対象領域は仙台市東部に位置する扇町，卸町を中

心とする約11km2の原町東部排水区一帯とした（図-1）．

東部には七北田川，北部には梅田川が流れている．この

排水区は，西側が高く東側に向かっておよそ1/150の勾
配で低くなっており比較的に低平な地域である．地盤高

に関してであるが，国際航業株式会社によるレーザープ

ロファイラー5)は約2m間隔で細かく地表をスキャンし，
そこでのレーザー反射光を処理して標高を算出している

ので，建物や樹木など地表に物体があるところでは物体

の表面の標高を測ることになる．図-2は，数値フィル

ターによりそのような地表物体を取り除き，地盤の標高

分布を示したものである． 
扇町は，流通・工業地帯を形成しており，卸町商業

団地内は生鮮食料品等の市場が集中して存在する場所で

あり，3~10階建て程度のビルや倉庫が建ち並んでいる
地区である．また，この地域は過去に幾度か豪雨により

浸水した記録がある．都市化の進展に伴う雨水浸透の減

少などに起因して都市型水害が多発しているのが現状で

あり，雨水対策が急務となっている地域と言える． 

 

図-3  市域デジタルマップと数値地図2500を重ねたもの 
 

３．解析モデル 

 

数値地図2500(空間データ基盤)は全国の市町村を網
羅した，国土基盤データであるが，地域によって搭載す

るデータ項目に欠落しているものがある．例えば｢東海

圏｣、｢広島｣，｢福岡3｣，｢宮城1｣，｢宮城2｣などでは，街
区データを搭載していないために，佐藤らが開発した手

法6）でこれらの地域を解析するためには工夫が必要にな

る．本研究では，｢宮城1｣、｢宮城2｣にまたがる地域とし
て，新たに仙台市を取り上げ，補完技術の開発を行なっ

た．また，仙台市は平成15年(2003年)に市域デジタル
マップを独自に作成している．これは，街区と主要な建

物のデータを有するGIS形式のデータベースで，前者は
航空写真から，後者は航空写真に現地踏査を加えて作成

したものである．この市域デジタルマップから街区デー

タを取り出し，GISソフト上で数値地図2500と重ね合わ
せることで，街区ポリゴンと道路要素の対応を関係付け

た．図-3に市域デジタルマップと数値地図2500を重ね合
わせた結果を示しているが，両者の道路部分が正確に重

なることが確かめられた． 
 
(1) 格子設定 
 実際の街区は大小さまざまな大きさや形のものがあり，

小さな街区を正確に計算に取り込んでも精度の向上が期

待できず，計算数を増やすことにつながるので，小さな

街区は結合し簡単化することにした．図-3の中の太い線

で囲んである，大きな街区が結合したものである．これ

はGISソフトのポリゴン作成ルールを用いて，結合し簡
単化したものである．これをGISソフト上で行うことに
よって各街区に座標を持たせることができる．また，流

量算出に用いるため面積を計算する．そしてその全ての

ポリゴン，数値地図2500から取得したライン，ポイント
にそれぞれ番号を振り，その番号をもとにGISツールを 
用いて各道路ラインの両端にある交差点を認識する．次

に，ポリゴンの各辺に最も近いラインをそのポリゴンに 
対応するラインとし，すべての街区ポリゴンの周囲に位 
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図-4  地表面流出のモデル 

 
置する道路ライン番号を座標を基に認識することで対応

するメッシュのネットワークを構築した．最後に2m
メッシュ標高データを用いて各メッシュに含まれる標高

データの平均値を求め，街区，道路，交差点それぞれに

標高を与える． 
 
(2) 地表面流出モデル 

 地表面流出においては，(1)式の連続式と(2)式のマニ

ング式から各格子の時間ステップごとの水位・流量を求

める．街区および道路部における計算では，佐藤らの研

究を基に以下のように粗度係数を決定した．また，街区

部における建物の占有率から，下式より住区部への流量

通過率7)を計算した（図-4）．ここで、hは基準面から
上方にとった水面変位，Aは格子面積，∑ iQ はメッ
シュからの流入量， inR は降雨による流入量， outR は
降雨損失，S は下水管渠への流入量，qは単位幅流量，
I は路床の勾配，Rは径深，β は流量通過率，λは建
物面積率を表す． 

      SRRQ
dt
dhA outini −−+= ∑       (1) 

        hIR
n

q 2
1

3
21

=       (2) 

            λβ −= 1      (3) 

   表-1 メッシュにおける粗度係数 

 街区 道路 

粗度係数 n 0.067 0.043 
 
(3) 下水道流出モデル 
 下水管渠網の設定は仙台市電子下水道台帳8)を基に作

成した(図-5)．仙台市では500分の1の縮尺で作成して
あった紙版の下水道台帳施設平面図，資産管理図等を，

同じ平成15年にすべて電子化し一元管理している.この
データを利用し，地上の街区や道路のネットワークと結

合することにより，都市域での氾濫水の挙動を解析する，

格子・管路網を効率よく作成する技術を開発した．実際

の下水管渠は非常に複雑である．よって本研究では簡略 

 
図-5  2000mm以上の下水管渠網 

 

図-6  マンホール部の模式図 

 

化のため2000mm以上の主要幹線のみを抽出した．幹線
に接続するマンホールを対象とし，地上の道路網で交差

点に最も近いマンホールを検索し，交差点番号とそのマ

ンホール番号を結合することにより，道路網と下水幹線

網が接続した水路網が計算機の中に作られることになる．

マンホール部の水位は(1)式の連続式を用いて，地表面
からの落ち込み流量と(2)式のマニングの式から求めら
れる下水管内流量の収支から求める．下水管内の動水勾

配は両端に接続されているマンホールの水位から求め，

管径，管長は下水道台帳の値を用いる．地表面からの都

市マンホールへの落ち込み流量は本間の越流公式から算

出し,マンホール水深が地表面の標高未満であれば完全

越流とし,地表面の標高以上であれば不完全越流及びも

ぐり越流として地表面への逆流量を算出する． 

完全越流の場合( 21 / hh <0.45) 

      11 235.0 ghhq =
        (4) 

不完全越流(0.45< 21 / hh <0.8)及びもぐり越流の場合

(0.8< 21 / hh ) 

     )(291.0 212 hhghq −=       (5) 

式中において，q：単位幅流量， g ：重力加速度，
1h ：越流水深， 2h ：下流水深 
  
(4) 浸透能特性の考慮 
都市内水氾濫をシミュレーションするためには，浸

透・非浸透域を適切に検出し，氾濫計算の中で評価する

ことは非常に有効である．本モデルは街区別に浸透域と

不浸透域に分割し，それぞれに浸透能特性を考慮する有 

ポンプ場 q1×β    q2×β 
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 図-7  浸透域（右）と不浸透域（左）の 

有効降雨算定の概念図 

 
効降雨モデルを適用する．最終的に，浸透域と不浸透域

の流出量を合わせて1つの街区からの流出量とする．ち
なみに，本モデルでは道路部の透水性舗装に関しては考

慮していない． 

 有効降雨の算定には，安藤ら(1985)等が提案した図-7
に示す土地利用別に初期損失と終期浸透能を考慮するモ

デル9)10)を用いた．また，最終浸透能の値は山口ら

（1970）の測定11)により，土地利用別の浸透特性が明ら

かになっている．有効降雨の算定には,都市域を不浸透
域と浸透域に分ける必要があり，以下にその概要を示す． 
 
a） 不浸透域 
 不浸透域の損失降雨としては，コンクリートやアス

ファルト面の初期吸水と凹地貯留として初期損失を設定

する．不浸透域へ降った雨水は図-7左に示すような初期

損失を満たしたあとの雨水が有効降雨となる．  

)(tR ：降雨の時系列(mm)， )(tRout ：有効降雨の時系

列(mm/h)，Limp：初期損失(mm)，DT ：降雨観測間
隔(min)．不浸透域の初期損失量Limpの値については，
既存の研究により山口ら(1970)11)は谷端川，桃園川，豊

橋，名古屋千年の4流域の調査で2mmとし，同様に安藤
ら(1981)も多摩ニュータウンで値を2mmとしていること
から本研究でも2mmの値を用いることとした． 
 
ｂ） 浸透域 
 浸透域の有効降雨に関しては，初期損失と最終浸透能

の降雨損失を考える．具体的には図-7右に示すように，

初期損失
)(k

pL は浸透能が終期浸透能に達する以前の

降雨初期の浸透による損失と凹地貯留による損失の和に

相当し，初期損失が終了した後の降雨は終期浸透能
)(k

cI を超える分が有効降雨となる．したがって，土地
利用kにおける有効降雨の時系列 )(k

outR )は次の算定式 

 
 

図-8  各メッシュから流出概念図 

 
図-9  街区ごとの不浸透面積率 

 

で与えることができる．ここで各メッシュにおける最終

浸透能
)(k

cI は民家等で5mm12）とした． 
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k：土地利用区分数， cI ：終期浸透能(mm/h) 
 
(5) 不浸透域の把握 
 不浸透域面積の算出方法であるが，対象領域を図-8の

ように不浸透域と浸透域を区別するために本研究では

レーザープロファイラーによる建物標高を補完したデー

タと補完していないデータを用いる．補完していない値

から補完した値を差し引くことで，それぞれの座標にお

ける建物の有無を確認することができる．また，確認で

きたポイントをGISソフト上に表示し，街区データと重
ね合わせ，各街区内のポイント数を数え上げることで，

不浸透域の面積を算出することができる．このように本

研究では，レーザープロファイラーデータの上記数値

フィルター処理の前後の標高分布データの差を取ること

により，建物を検出し不浸透域を算出することとした．

ここでは，標高差が2m以上あるところは建物が存在す
ると判定した．各街区ごとに，建物面積率を求め図-9

に%の単位でその分布を示した．これから排水区の南西 
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図-10  昭和61年のアンケート結果（最高浸水深） 

 
部分には住宅地域が広がっており，比較的高い建物面積

率の分布となっていることが分かる．建物の無いところ

でも，表面が舗装されていれば不浸透と考えられるが，

ここで述べた方法ではこれは検出できないので，不浸透

域と分類した． 
 

４．アンケート調査 

 
 昭和61年豪雨洪水は，ルソン島沖で発生した台風10号
が，北上発達し熱帯低気圧に変わった後仙台沖を通過し，

東北太平洋岸に大雨をもたらしたものである．仙台での

総降雨量は402mmに達し，明治21年観測開始以来の過
去最大となり，再現期間は約200年と見積もられている．
この豪雨は被害が大きかったものの，県や市などの行政

に過去の浸水状況に関するデータが残されていなかった

ので，計算に先立ち浸水深を調べるアンケート調査を平

成18年10月に実施した．アンケートは浸水被害地域を中
心に調査地域を設定し，それらの調査地域から調査対象

世帯を無作為に抽出し，調査アンケートの配布は一民家，

一企業1枚とした．郵送回収および訪問調査によって行
なった．アンケート配布数は84票，回収数39票，回収率
46％と決して高い数字ではない．しかし，調査目的は浸
水深が大きいポイントを把握することでもあるため，モ

デルの検証を行うための十分な結果を得られたと同時に，

今後もアンケート調査を継続し，検証するためのデータ

を一層収集する必要があると考える．浸水深分布を図-

10に示す．色の無いところは，回答の無い部分である．

災害から20年以上経過しており，住民の移動もあって回
答数が少ないが，東部の最も地盤の低いところで1.8m
程度の浸水深があったことが調査により明らかになった． 
 

５．解析結果および考察 

 

本章では，昭和61年豪雨時の氾濫水の状況に焦点を絞り
考察する．解析では，時間刻みを0.2秒，計算時間は24
時間とした．また，境界条件についてであるが，排水区 
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     16時間後          20時間後 

   
24時間後         

図-11 浸透考慮無しの計算結果 

 

 
     8時間後          12時間後 

 
16時間後          20時間後 

   
     24時間後     

図-12 浸透考慮有りの計算結果 

 

る24時間降雨は，対象領域内の仙台気象観測所による
データを基にした．計算結果を図-11，12に示す．それ

ぞれ計算開始から24時間後までの浸水深の分布であり， 
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図-13 浸透考慮有りの計算結果 

 
上の図が浸透能を考慮しない場合，下図が浸透能を考慮

した場合の計算結果である．図-11によると，浸透能を

考慮しない場合は広範囲にわたって浸水し浸水深も大き

くなっていることが分かる．最大浸水深も1.8mに近い
箇所が数多く分布している．一方，浸透能を考慮した計

算結果では，北東部の地盤の低いところに雨水が集中し

1.7m程度の浸水となっていた．それ以外のところでも
局所的に浸水箇所が見られるが，その深さや広がりは大

きくない．各街区における平均不浸透面積率は41.6％で
あったが，浸透を考慮することで大幅にアンケート結果

に近づく結果となった．このことから，初期損失量は降

雨損失現象を理解する上で重要なパラメーターであり，

基本的には降雨初期の流出に対して非常に大きな影響を

及ぼすことがわかった．図-13はアンケート結果と計算

結果の相関図である．この結果を見ると，浸水深が大き

いポイントにおいて多少のばらつきがあることがわかる．

しかし,アンケート調査結果は20年以上前の現象を対象
としているので，多少信憑性が薄いとも考えられ，当時

の水害に詳しい住民や消防署等からの聴き取り調査も行

う必要がある．そのため，定量的な評価はできないが，

北東部での集中的な浸水やその大きさなど，浸透を考慮

した本計算結果は，調査結果を良く再現していると考え

られる．  
 

6．おわりに 

 
 本論文では，数値地図2500で街区データが搭載されて
いない地域の代表として仙台市を取り上げ，市域デジタ

ルマップと結合することにより，街区を計算格子とする

計算技術を開発した．また，近年各地で下水道台帳の電

子化が進められてきている．その流れを受け，電子下水

道台帳からデータを読み込み，地上の道路ネットワーク

と接続する技術を開発した．各メッシュごとに内水氾濫

に大きな影響を持つ，浸透・不浸透域の検出をレーザー

プロファイラーのデータを利用して行なう技術を提案で

きた．この解析モデルを昭和61年8月の豪雨時の氾濫事
例に適用し，その結果をアンケト調査結果と比較した結

果，本解析モデルがほぼ現象を再現していることがわ

かった．既往の研究13)114)では，水循環を考える際に，浸

透域は浸透能を用いて表層貯留量・浸透能・直接流出量

を計算するモデルが確立されているが，都市における流

出計算に用いられる例は数少ない．そこで，今後，これ

らを参考に地下への浸透を考慮するタンクモデルを用い

ることと，下水道ネットワークを考慮する対象を増やす

ことで，より実際の現象に近づける流出モデルを検討し

たい． 
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